
                          
 

 

                 

                      

厚生労働省訓第３３号 

厚生労働省健康安全管理規程を次のように定める。 

平成１３年１月６日 

 

厚生労働大臣  坂口    力 

厚生労働省健康安全管理規程 

（通則） 

第１条  厚生労働省の職員（以下「職員」という。）の保健及び安全保持に関して必要な 

事項は、人事院規則１０―４（職員の保健及び安全保持。以下「規則１０―４」という。 

）、人事院規則１０―５（職員の放射線障害の防止。以下「規則１０―５」という。）、 

人事院規則１０―７（女子職員及び年少職員の健康、安全及び福祉。以下「規則１０― 

７」という。）、人事院規則１０―８（船員である職員に係る保健及び安全保持の特例。 

以下「規則１０―８」という。）その他の人事院の定めるところによるほか、この訓令 

の定めるところによる。 

（権限の委任） 

第２条  規則１０―４、規則１０―５、規則１０―７及び規則１０―８に規定する厚生労 

働大臣の権限及び事務は、規則１０―４第５条第１項、第６条第１項、第１２条、第２ 

６条第１項、第２７条、第３３条、第３５条第１項及び第２項並びに第３６条第２項に 

規定するもの並びに規則１０－５第１２条、第２１条及び第２７条第２項に規定するも 

のを除き、別表の組織の欄に掲げる組織（以下「部局」という。）ごとに、それぞれ同 

表の委任を受ける者の欄に掲げる官職の職員（以下「部局長」 という。）に委任する。 

（健康管理者及び安全管理者） 

第３条  規則１０―４第５条第１項に規定する健康管理者及び規則１０－４第６条第１項 

に規定する安全管理者は、別表の部局ごとに、それぞれ健康管理者の欄及び安全管理者 

の欄に掲げる官職の職員とする。 

（健康管理担当者及び安全管理担当者） 

第４条  規則１０―４第７条に規定する健康管理担当者及び安全管理担当者は、部局ごと 

にそれぞれ置き、その指名又は解除は、指名（解除）通知書（様式第１号）により行う 

ものとする。 

  



                          
（野外実験等） 

第５条  部局長は、規則１０―４第８条第１項に規定する野外実験等を行う場合には、同 

項に規定する健康管理の責任者（以下「健康管理責任者」という。）又は安全管理の責 

任者（以下「安全管理責任者」という。）を指名し、当該業務に関する健康管理者又は 

安全管理者の事務を分担させなければならない。 

２ 部局長は、規則１０―４第８条第２項に規定する共同野外実験等を行う場合には、あ 

らかじめ関係省庁と協議を行い、必要なときは、同項に規定する健康管理の総括の責任 

者（以下「健康管理総括責任者」という。）又は安全管理の総括の責任者（以下「安全 

管理総括責任者」という。）の設置その他必要な措置を講ずるものとする。 

３  部局長は、野外実験等又は共同野外実験等を行う場合には、あらかじめ野外実験等届 

出書 （様式第２号）により厚生労働大臣に届け出なければならない。 

４  健康管理責任者及び安全管理責任者の指名又は解除は、指名（解除）通知書（様式第 

１号）により行うものとする。 

（健康管理医） 

第６条  規則１０―４第９条第１項に規定する健康管理医は、部局ごとにそれぞれ置き、そ 

の指名又は解除は、指名（解除）通知書（様式第１号）により行うものとする。 

（危害防止主任者） 

第７条  部局長は、規則１０―４第１０条の規定により危害防止主任者を置く必要があると 

き、又は規則１０―８第３条の規定により船員危害防止主任者を置く必要があるときは、  

職員又は船員のうちから必要な知識等を有する者を危害防止主任者又は船員危害防止主任 

者に指名し、その旨を関係職員に周知させなければならない。 

２ 危害防止主任者及び船員危害防止主任者の指名又は解除は、指名 （解除）通知書（様式 

第１号）により行うものとする。 

（火元責任者） 

第８条  規則１０―４第１１条に規定する火元責任者は、厚生労働省庁舎の管理に関する規 

程（平成１３年厚生労働省訓第３１号）第１９条第１項に規定する火気取締責任者とする。  

ただし、 同訓令が適用されない部局にあっては、 当該部局の属する庁舎の管理規則等に 

よるものとする。 

（健康安全教育） 

第９条  部局長は、規則１０－４第１３条の規定により関係職員に対する健康又は安全に関 

する必要な教育を行うほか、その他必要と認める健康及び安全に関する教育を行うよう努 

めなければならない。 

 



                          
（職員の意見を聴くための措置） 

第１０条  部局長は、健康管理及び安全管理に関して職員の意見を聴くため、次に掲げる措 

置のいずれかを講じなければならない。 

（１） 健康及び安全に関する委員会の設置 

（２） 職場懇談会の開催 

（３） 提案制度の採用 

（健康診断票等の提出） 

第１１条  健康管理者は、規則１０－４第２０条から第２１条の２までに規定する健康診断 

を実施したときは、健康診断を担当した医師（以下「健康診断担当医」という。）に健康 

診断票（規則１０－４第２０条第２項に規定する一般定期健康診断及び規則１０－４第２ 

１条に規定する臨時の健康診断にあっては様式第３号、規則１０－４第２０条第２項に規 

定する特別定期健康診断にあっては様式第４号） を提出させなければならない。 

２ 健康管理者は、規則１０－４第２２条の２第１項又は第２２条の４第４項に規定する面 

接指導を実施したときは、面接指導を担当した医師に面接指導結果の記録を提出させなけ 

ればならない。ただし、面接指導の結果の記録については、面接指導を受けた職員の健康 

を確保するための措置を実施するための必要な情報に限定しなければならない。 

３ 健康管理者は、規則１０－４第２２条の４第１項から第３項までに規定する心理的な負 

担の程度を把握するための検査（以下｢ストレスチェック｣という。）の結果、職員から規 

則１０－４第２２条の４第４項に規定する面接指導を受けることを希望する旨の申出があ 

った場合には、当該職員から同意を得て、ストレスチェックを実施した医師等（以下｢スト 

レスチェック実施者｣という。）から当該職員のストレスチェックの結果の提供を受けるも 

のとする。 

４ 健康管理者は、ストレスチェック実施者に、ストレスチェックの結果を一定規模の集団 

ごとに集計・分析させた場合は、当該集計・分析結果（集計・分析の単位が１０人を下回 

る場合を除く。）を提出させなければならない。 

５ 健康診断担当医は、規則１０―４第１９条に規定する健康診断を実施したときは、採用 

時健康診断書（様式第５号） を作成し、任命権者に提出しなければならない。 

（健康診断未受診者等の取扱い） 

第１２条  職員は、疾病、出張その他やむを得ない事由により、前条第１項の規定により部 

局長が定める日時に健康診断を受けることができない場合は、あらかじめ、その旨を部局 

長に届け出なければならない。 

２  部局長は、前項の規定により届出のあった職員について、当該事由のなくなった後速や 

かに健康診断を受けさせるよう措置しなければならない。 



                          
３ 健康管理者は、ストレスチェックの未受検者に対して、受検の勧奨を行うものとする。 

４ ストレスチェック実施者は、ストレスチェックの結果、面接指導を受ける必要があると 

認められた職員のうち、面接指導を受けることを希望する旨の申出を行わない職員に対し 

て、申出の勧奨を行うものとする。 

（指導区分及び事後措置） 

第１３条  部局長は、規則１０－４第１９条から第２１条の２までに規定する健康診断を行 

った場合において、健康管理医が健康に異常があると認めて規則１０－４第２３条の規定 

により指導区分を決定した職員については、当該職員に対して、決定した指導区分及び規 

則１０－４第２４条第１項の規定による事後措置について通知するとともに、必要な健康 

の管理を行い、かつ、定期に精密な健康診断を行わなければならない。 

２  部局長は、規則１０－４第２２条の２第１項又は第２２条の４第４項に規定する面接指 

導を行った場合において、健康管理医が健康に異常があると認めて規則１０－４第２３条 

の規定により指導区分を決定した職員については、当該職員に対して、決定した指導区分 

及び規則１０－４第２４条第１項の規定による事後措置について通知するとともに、必要 

な健康の管理を行わなければならない。 

３  部局長は、前２項及び規則１０－４第２４条第２項の規定により、当該職員について任 

命権に係る事後措置をとる必要があると認めるときは、その旨を任命権者に通知しなけれ 

ばならない。 

（事後措置によらないで療養した職員の取扱い） 

第１４条  部局長は、職員が規則１０－４第２４条の規定による事後措置によらないで１月 

以上職務を離れて療養したときは、当該職員を職務に復帰させる前に、必要に応じ、医師 

を指定して規則１０－４第２１条の規定による臨時健康診断を受けさせなければならない。 

（健康管理手帳等） 

第１５条  部局長は、規則１０―４第２６条第１項の規定により職員に健康管理手帳を交付 

する必要があると認めるときは、人事院の定める様式による健康管理手帳交付 （再交付）  

申請書を厚生労働大臣に提出しなければならない。 

２  部局長は、規則１０－４第２６条の２第１項の規定により職員として従事していた者に 

特別健康管理手帳を交付する必要があると認めるときは、人事院の定める様式による特別 

健康管理手帳交付申請書を厚生労働大臣に提出しなければならない。 

３  部局長は、健康管理手帳又は特別健康管理手帳（以下「健康管理手帳等」 という。）の 

交付を受けた者について、 当該健康管理手帳等の記載事項に変更等が生じたときは当該健 

康管理手帳等の提出を求め、 必要な訂正又は記入を行わなければならない。 

４  部局長は、健康管理手帳等の交付を受けた者について、 氏名の変更等人事院に届出を要 



                          
する事実があったときは、健康管理手帳等記載事項変更等届出書 （様式第６号） により 

厚生労働大臣に届け出なければならない。 

（緊急事態に対する措置に必要な訓練等） 

第１６条  部局長は、 職員に対する危害又はそのおそれがある緊急事態の発生に備えて、次 

の各号に掲げる措置を講じなければならない。 

（１）毎年１回以上防火訓練及び避難訓練を実施すること。 

（２）救急箱、救命用具及び避難設備を整備すること。 

（安全保持のための検査又は測定） 

第１７条  部局長は、規則１０―４第１６条第２項に規定する特定有害業務を行う作業場の 

勤務環境検査、規則１０－４第１６条の３第１項に規定する特定調査対象物による有害性 

又は危険性等の調査及び規則１０－４第３２条第１項に規定する設備等の検査又は規則 

１０―５第５条第１項に規定する放射線の被ばくによる線量の測定、規則１０－５第１１ 

条第１項に規定するエックス線装置等の定期検査、規則１０－５第２３条第１項から第３ 

項までに規定する線量当量率等の測定並びに規則１０－５第２４条第１項第１号に規定す 

る実効線量及び等価線量の算定を行うため、 職員のうちから必要な知識を有する者を、こ 

れらの検査、調査、測定又は算定の実施者として指名しなければならない。ただし、職員 

のうちに必要な知識を有する者が存しない場合には、 職員以外の者に委嘱することができ 

る。 

２  前項の規定により検査、調査、測定又は算定の実施者として指名された者は、当該検査、 

調査、測定又は算定を実施したときは、直ちに特定有害業務作業場検査結果記録書 （様式 

第７号）、特定調査対象物による有害性又は危険性等の調査（リスクアセスメント）結果 

等報告書（様式第７号の２）、人事院の定める様式による設備等の検査結果記録票、設備 

等定期検査結果記録書（様式第８号）、エックス線装置等定期検査結果記録書（様式第９ 

号）、放射線被ばく線量測定結果報告書（様式第１０号）又は線量当量率等測定結果報告 

書（様式第１１号） を健康管理者又は安全管理者を経由して部局長に提出しなければなら 

ない。 

３  部局長は、前項の規定による記録書等の提出を受けた場合において、必要があると認め 

たときは、速やかに適切な措置を講じなければならない。 

４  第１項の実施者の指名又は解除は、指名 （解除）通知書（様式第１号）により行うもの 

とする。 

（放射線の被ばくによる線量の記録等） 

第１８条  部局長は、規則１０―５第２４条第１項第１号から第４号までに規定する事項に 

ついて記録を作成するときは、放射線被ばく線量測定結果記録票（様式第１２号）に、同 



                          
項第５号に規定する事項について記録を作成するときは、線量当量率等測定結果記録票（様 

式第１３号）によるものとする。 

２  部局長は、規則１０―５第２４条第１項第１号の規定に係る職員については、前項の記 

録の作成後速やかに当該職員に対し、 その者のその時までの実効線量及び等価線量を放 

射線実効線量及び等価線量通知書（様式第１４号）により通知しなければならない。 

  （設備等の届出） 

第１９条  部局長は、規則１０―４第３３条に規定する届出を要する場合は、人事院の定め 

る様式による設備届を速やかに厚生労働大臣に提出しなければならない。 

（エックス線装置の届出） 

第２０条  部局長は、規則１０―５第１２条に規定する届出を要する場合は、人事院の定め 

る様式によるエックス線装置届をエックス線装置の設置若しくは変更に係る検査を終了し 

た日又はエックス線装置を廃止した日から１５日以内に厚生労働大臣に提出しなければな 

らない。 

（記録の保存） 

第２１条  部局長は、健康診断票、ストレスチェックの結果（職員の同意を得たものに限る。）、 

面接指導結果の記録、特定有害業務作業場検査結果記録書、特定調査対象物による有害性 

又は危険性等の調査（リスクアセスメント）結果等報告書及び放射線被ばく線量測定結果 

記録票については健康管理者に、設備等の検査結果記録書、設備等定期検査結果記録書、 

エックス線装置等定期検査結果記録書及び線量当量率等測定結果記録票については安全管 

理者に、それぞれ整理保存させなければならない。 

２ 部局長は、ストレスチェックの結果について、健康管理者に、適切に保存ができるよう 

措置を講じさせた上で、ストレスチェック実施者に整理保存させなければならない。 

３  健康管理者は、他の者が健康管理者として指名されている組織に職員が異動したとき（省 

庁を異にして異動した場合を含む。） は、当該職員の健康診断票、面接指導結果の記録 

及び放射線被ばく線量測定結果記録票を異動先の健康管理者に提出しなければならない。 

（報告） 

第２２条  部局長は、規則１０―４第２７条及び第３５条第２項に規定する報告については、 

毎年５月末日までに、人事院の定める様式による定期健康診断等報告書及び年次災害報告 

書（船員については船員年次災害報告書）により、それぞれ厚生労働大臣に報告しなけれ 

ばならない。 

２ 部局長は、規則１０―４第３５条第１項及び規則１０―５第２０条に規定する災害又は 

事故が発生したときは、その発生の場所、日時、被害の程度等を速やかに厚生労働大臣に 

通報し、かつ災害等の発生の日  （規則１０―４第３５条第１項第１号の災害にあっては 



                          
職員が死亡した日）から１５日以内に、人事院の定める様式による重大災害等報告書又は 

放射線事故発生報告書（規則１０―５第２１条第１号に規定する職員について報告すると 

きは様式第１５号（１）、同条第２号に規定する職員について報告するときは様式第１５ 

号（２））により、それぞれ厚生労働大臣に報告しなければならない。 

（放射線障害防止管理規程） 

第２３条  部局長は、職員の放射線障害を防止するため、放射線業務を行う官署ごとに規則 

１０―５第２７条第１項に規定する放射線障害防止管理規程を作成し、職員に周知させな 

ければならない。 

２ 部局長は、放射線障害防止管理規程を定めたとき、又は変更したときは、その写しを添 

えて速やかに厚生労働大臣に報告しなければならない。 

（秘密の保持） 

第２４条  職員の健康管理に従事する者は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはなら 

ない。 

（細則の制定） 

第２５条  部局長は、この訓令に定めるもののほか、職員の保健及び安全保持に関し、各部 

局ごとに必要な事項を別に定めることができる。 

２  部局長は、前項の規定により必要な事項を定めたとき、又は変更したときは、その写し 

を添えて速やかに厚生労働大臣に報告しなければならない。 

附  則 

この訓令は、平成１３年１月６日から施行する。 

附  則（平成１３年厚生労働省訓第８１号） 

この訓令は、平成１３年４月１日から施行する。 

附  則（平成１３年厚生労働省訓第１０５号） 

この訓令は、平成１３年６月２１日から施行する。 

附 則（平成１４年厚生労働省訓第６号） 

この訓令は、平成１４年３月１日から施行する。 

附 則（平成１４年厚生労働省訓第２２号） 

この訓令は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年厚生労働省訓第５１号） 

この訓令は、平成１５年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１６年厚生労働省訓第６６号） 

この訓令は、平成１６年３月１日から施行する。 

 



                          
附 則（平成１６年厚生労働省訓第９２号） 

この訓令は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年厚生労働省訓第３０号） 

この訓令は、平成１８年１０月１７日から施行する。 

附 則（平成２０年厚生労働省訓第４４号） 

この訓令は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年厚生労働省訓第２０号） 

この訓令は、平成２０年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２２年厚生労働省訓第２６号） 

この訓令は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年厚生労働省訓第９号） 

この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年厚生労働省訓第２号） 

この訓令は、平成２９年３月１日から施行する。 

附 則（平成３０年厚生労働省訓第２１号） 

この訓令は、平成３０年６月１４日から施行する。 

附 則（令和元年厚生労働省訓第２号） 

この訓令は、令和元年５月８日から施行する。 

附 則（令和２年厚生労働省訓第４８号） 

この訓令は、令和３年１月１日から施行する。 

附 則（令和３年厚生労働省訓第８号） 

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年厚生労働省訓第１７号） 

この訓令は、令和４年４月２０日から施行し、同月１日から適用する。 

附 則（令和５年厚生労働省訓第１３号） 

この訓令は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年厚生労働省訓第１号） 

この訓令は、令和７年４月１日から施行する。 
 



（別表）

委任を受ける者 健  康  管  理  者 安  全  管  理  者

官房長
大臣官房会計課
厚生管理企画官

大臣官房会計課
管理室長

所長 総務課長 総務課長

所長 副所長
事務長、事務部長
又は総務部長

所長 総務部長 総務部長

院長 総務部長 総務部長

所長 総務課長 総務課長

総長 管理部長 管理部長

局長 総務課長 総務課長

支局長 総務課長 総務課長

局長 総務部総務課長 総務部総務課長

都道府県労働局長 署長 署長

都道府県労働局長 所長 所長

都道府県労働局

労働基準監督署

公共職業安定所

国立社会保障・人口問
題研究所

国立障害者リハビリ
テーションセンター

地方厚生局 （四国厚
 生支局を除く。）

四国厚生支局

組                      織

本省内部部局

検疫所

国立ハンセン病療養所

国立医薬品食品衛生
研究所

国立保健医療科学院



備考 １   職務の欄には、 健康管理者等の区別及びその所掌する事務の範囲を明記する

　こと。

２     「第     条第     項」の部分には、適用条項を記載すること。

３   不用な文字は、抹消すること。

４   用紙の大きさは、  Ａ４とする。

氏                   名
 

（職　　　　　　務）

　厚生労働省健康安全管理規程第     条第      項の規定に基づき、上記のとおり
指名
　　　　　する。
解除

年 　    月       日

部  局  長

様式第１号

指 名

解 除

通  知  書

所                   属
 

官                   職
 



部  局  長

厚生労働省健康安全管理規程第５条第３項の規定に基づき、上記のとおり提出す

る。

　　　　　　　年     月       日

　厚  生  労  働  大  臣  殿

１   詳細な記載を要するものは、適宜別様とすること。

２   不用な文字は抹消すること。

３   用紙の大きさは、  Ａ４とする。

野  外  実  験  等  届  出  書

共
同
野
外
実
験
等

野
外
実
験
等

健康管理責任者の
所属、官職、氏名
及び指名年月日

 

安全管理責任者の
所属、官職、氏名
及び指名年月日

 

健康管理総括責任者の
所属、官職、氏名
及び指名年月日

 

安全管理総括責任者の
所属、官職、氏名
及び指名年月日

 

自      年     月     日    　     至      年     月     日

目　　　　　　　　　　的

 

参加者の所属官職
及び氏名

 

健康安全管理(総括)
責任者を置く理由

 

備考

様式第２号

実
 

験
 

の
 

概
 

要

種                      類 野外実験等                   共同野外実験等

名                      称  

場                      所

 

期                      間



様式第３号
一般定期

健　康　診　断　票
臨　　時 （表）

 

昭

男 平

女

年齢

 

 

 

最高 最高 最高 最高

最低 最低 最低 最低

蛋白 蛋白 喀     痰 蛋白 蛋白 喀     痰

糖 糖 検     便 糖 糖 検     便

視 右 （矯正） 身  長 胸  囲 身  長 胸  囲

力 左 （矯正） 体  重 眼  底 体  重 眼  底

右 肥満度 心電図 肥満度 心電図

左

備考 １  詳細な記載を要するものは、適宜別様とすること。
　　 ２　用紙の大きさは、Ａ４とする。
     ３  健康管理者が特に必要と認めるときは、この様式に掲げる事項を備えた別の様式をもって　　　　　健康診断票とすることができる。この場合には、第２号によらないことができる。

年　　　月　　　日生

医師の
氏名

 
健康管理医
の所属及び

氏名
 

医師の
氏名

 
健康管理医
の所属及び

氏名
 

 

自覚症状   

指導区分
及び

事後措置
 

指導区分
及び

事後措置
 

 

 
記事所見
及び診断

 その他  
記事所見
及び診断

 その他

聴
力

    

（       ) （      ） ｋｇ  ｋｇ  

（       ) （      ） ｃｍ ｃｍ ｃｍ ｃｍ

　　・        ・

血液検査  
  

検査年月日   

視力検査等
胃

　　　・        ・

血液検査  胃

  
検     尿

 
検     尿

 

    

血     沈
１時間値

  ２時間値 ２時間値

続          柄 病           名
血     圧 血     沈

１時間値
血     圧

直接撮影  要    否

  

  

  

家            族            歴

　　　・        ・

Ｘ      線
間接撮影

　　・       ・

№ № № №

直接撮影  要    否 直接撮影  要    否 直接撮影  要    否

既            往            症

Ｘ      線
間接撮影

　　　・        ・

Ｘ      線
間接撮影

　　　・        ・

Ｘ      線
間接撮影

　   年     月 病            名

ふりがな

  

採用年月日 年　　　月　　　日 Ｒ ｈ 式　（                型）    

氏    名

血    液    型
ＡＢＯ式　（　　　　　　　　型）  

生  年  月  日

大
発  令  年  月  日 所            属 業      務       内      容

令    

一般定期
臨 時



（裏）
 

昭

男 平

女

最高 最高 最高 最高 最高 最高

最低 最低 最低 最低 最低 最低

蛋白 蛋白 喀     痰 蛋白 蛋白 喀     痰 蛋白 蛋白 喀     痰

糖 糖 検     便 糖 糖 検     便 糖 糖 検     便

身  長 胸  囲 身  長 胸  囲 身  長 胸  囲

体  重 眼  底 体  重 眼  底 体  重 眼  底

肥満度 心電図 肥満度 心電図 肥満度 心電図

年　　　月　　　日
生

健康管理医
の所属及び

氏名
 

医師の
氏名

 
健康管理医
の所属及び

氏名

その他  
記事所見
及び診断

 

 
医師の
氏名

 
健康管理医
の所属及び

氏名
 

医師の
氏名

 

指導区分
及び

事後措置
 

指導区分
及び

事後措置
 

指導区分
及び

事後措置
 

その他  
記事所見
及び診断

 その他  
記事所見
及び診断

 

      

ｋｇ  ｋｇ  ｋｇ  

ｃｍ ｃｍ ｃｍ ｃｍ ｃｍ ｃｍ

血液検査  胃

　　・        ・

血液検査  
 

胃

　　　・        ・

血液検査  胃

　　　・        ・

  

検     尿
 

検     尿
 

検     尿
 

   

１時間値
血     圧 血     沈

１時間値

２時間値 ２時間値 ２時間値

直接撮影  要    否 直接撮影  要    否 直接撮影  要    否 直接撮影  要    否 直接撮影  要    否

血     圧 血     沈
１時間値

血     圧 血     沈

Ｘ     線
間接撮影

　　　・        ・

Ｘ     線
間接撮影

　　　・        ・

Ｘ     線
間接撮影

　　・       ・

№ № №

Ｘ     線
間接撮影

　　　・        ・

Ｘ     線
間接撮影

　　　・        ・

Ｘ     線
間接撮影

　　　・        ・

№ № №

直接撮影  要    否

採用年月日 年     月     日 Ｒ ｈ 式　（            型）    

 

血    液    型
ＡＢＯ式　（　　　　　　型）    

ふりがな

生  年  月  日

大
発  令  年  月  日 所            属 業      務      内      容

氏    名
令   



年   齢  医療機関名  医療機関名

 年齢     歳 検査年月日 年齢    歳 検査年月日

　  結果及び判定 検査項目 結果及び判定 検査項目

     

     

    

    

    

    

    

    

指導区分
及       び
事後措置

 
医  師  の

氏  名

 健康管理医
の所属及び

氏名
備考    １    詳細な記載を要するものは、適宜別様とすること。

   　　　 ２   用紙の大きさは、  Ａ４とする。

大
昭
平
令

年　　月　　日生

備      考 記        事
所見及び
診     断

 

    

 

指導区分
及       び
事後措置

  

医  師  の
氏  名

健康管理医
の所属及び

氏名

  

記        事
 所見及び
 診     断

  

      

      

 

      

家                 族                 歴     

続      柄 病                        名    

      

      

  検査項目 検査項目 結果及び判定 結果及び判定

  検査年月日 検査年月日 年齢    歳 年齢     歳

年      月 病             名 医療機関名 医療機関名   

採用年月日 年　　　月　　　日    

既                 往                 歴 第一次検査 第二次検査 第一次検査 第二次検査

   

血   液   型
ＡＢＯ   式（           型）
Ｒ  ｈ   式(            型)

   

様式第４号

特　別　定　期　健　康　診　断　票 （表）

ふ　り　が　な
 氏      　    名

 

生年月日

発　令　年　月　日 所                          属 業       務       内       容

男
女



医療機関名 医療機関名

年齢　　歳 検査年月日 年齢　　歳 年齢　　歳 年齢　　歳 年齢　　歳 検査年月日

結果及び判定 検査項目 結果及び判定 結果及び判定 結果及び判定 結果及び判定 検査項目

       

       

       

       

       

       

       

       

 健康管理医
の所属及び

氏名

    健康管理医
の所属及び

氏名

大
昭
平
令

Ａ Ｂ Ｏ式（            型)
Ｒ   ｈ   式(            型)

年　　　月　　　日生

指導区分
及       び
事後措置

 

 
記        事
 所見及び
 診     断

 

  

医  師  の
氏  名

医  師  の
氏  名

健康管理医
の所属及び

氏名

医  師  の
氏  名

 

記        事
 所見及び
 診     断

   

指導区分
及       び
事後措置

 指導区分
及       び
事後措置

 

記        事
所見及び
診     断

 

     

     

     

     

     

     

検査項目 検査項目 検査項目 検査項目 結果及び判定

     

医療機関名 医療機関名 医療機関名 医療機関名

検査年月日 検査年月日 検査年月日 検査年月日 年齢　　歳

第一次検査 第二次検査 第一次検査 第二次検査 第一次検査 第二次検査

 

血   液   型
   

採用年月日 年      月        日    

（裏）

ふ り が な
 氏         名

 

生年月日

発   令   年   月   日 所                          属 業       務       内       容

男
 

女

  



　

年     月     日

医療機関
名
医師氏名

大
昭
平
令

その他
 

血液型

 

肥満度

Ａ Ｂ Ｏ式（       型）
Ｒ  ｈ 式  （       型）

判      定
 

    　 右               右
裸眼            矯正
    　 左               左

眼疾
 

耳

聴力
 

耳疾

 

胸
部
所
見

 
Ｘ    線   所   見

胸      囲 ㎝
 

眼

視力

住     所
 

採用予定
所属名

 

既往歴
自覚症状
業務歴

 

身      長 ㎝

体     重 ㎏

１   詳細な記載を要するものは、適宜別様とすること。
２   用紙の大きさは、  Ａ４とする。

備考

様式第５号

採　用　時　健　康　診　断　書

ふりがな
氏     名

 

性 別
男
・
女

 
     年       月        日生

                 （満         歳）



官署名

　

年     月      日

記入者の所属及び氏名

健康管理者の職名及び氏名

備考  用紙の大きさは、Ａ４とする。

大
昭
平
令

年     月     日生

再           採           用
 

在　職　中　の　死　亡 
 

備                            考
 

所　属　省　庁　の　異　動
  

年        月        日

離                           職
 

ふ       り       が       な
氏                           名

  
年        月        日  

省       庁       名
  

記      載      事      項
変            更            の            状            況

変               更               前 変               更               後 変　更　年　月　日

様式第６号

健康管理手帳等記載事項変更等届出書

ふ    り    が   な
 氏                  名

 

性 別
男
・
女

生     年
月     日

手     帳
番     号

第               号
 



備考  用紙の大きさは、  Ａ４とする。

検査
結果

 

検と
査っ
のた
結措
果置

 

検査
日時

年　  月   日
時          分

所属
検査者 　 職名

氏名

健康管理者
職  名
氏  名

検
査
方
法

 

検
査
箇
所

 

検
査
条
件

 

様式第７号

特定有害業務作業場検査結果記録書

所属
 

該当号・物質
名又は業務名

  規則10－４別表第２    物質名〔         〕
  第         号  該  当    業務名〔         〕



様式第７号の２ 

 

官署名：                      

作成日：    年     月    日              

 

 

特定調査対象物による有害性又は危険性等の調査（リスクアセスメント）結果等報告書 

 

 

 

 

 

実施（周知）年月日 実施管理者 実施者

特定した有害性又は危険性等 見積もったリスク

備考１　　詳細な記載を要するものは、適宜別様とすること。

備考２　　用紙の大きさは、Ａ４とする。

特定調査対象物
（化学物質名）

作業名 リスクアセスメント対象作業場

リスクアセスメントの結果

リスク低減措置の内容 備考



と

っ
た
措
置

検
査
の
結
果

 

所属

検査者  職名

氏名

安全管理者

職  名

氏  名

備考  用紙の大きさは、  Ａ４とする。

検
査
対
象

　　　　　　　   種  類
　　　　　　   　型  式
 　　　　　　　  能  力
                  設置年月日

検
査
項
目

 

び
箇
所

傷
の
有
無
及

異
常
又
は
損

 

様式第８号

設備等定期検査結果記録書

所  属
 

検  査
年月日

年 　    月 　    日



年        月         日

エックス線装置
　エックス線管装置及び加速管装置
　高電圧発生装置、エックス線制御装置
　及びエックス線管装置附属器具
　ゴニオメーター装置
　カメラ装置
電子顕微鏡
　電子鏡筒部分及び安全装置

 

 

検査の結果講じた措置
 

                   所        属
検査者         職        名
                   氏        名

安  全  管  理  者
職        名
 氏        名

備考  用紙の大きさは、  Ａ４とする。

異常又は損傷の有無及び
箇所

 

エックス線装置に係る防護
措置の適否 （否の場合は
否となった事項）

 
エックス線装置室の適否
（否の場合は否となった事
項）

管理区域の有無

 
漏えい放射線の有無（有
の場合にはその線量当量
又は線量当量率）

様式第９号

エックス線装置等定期検査結果記録書

所                     属
 

検  査  年  月   日

検    査    対    象

設置場所
使用開始年月日
１箇月及び１年の稼働状況
種類
型式
定格出力

検    査    項    目



様式第１０号

所      属
職務
内容

安 全 管 理 者 の
職 名 及 び 氏 名

備考   １   詳細な記載を要するものは、適宜別様にすること。

　　　　 ２   用紙の大きさは、 Ａ４とする。

年      月      日生

大
昭
平
令

受 け た
線 量 当 量

 

測 定 担 当 者 の
所 属 及 び 氏 名

健 康 管 理 者 の
職 名 及 び 氏 名

測 定 の
方 法

 

部 位

 

期 間

 

  

測 定
年 月 日

　　　　　　　　　　年      月      日

受けた放射線の
種 類

 

放射線被ばく線量当量測定結果報告書

ふ り が な

氏 名

 

性
別

男
 ・
女

生
年
月
日

 



厚生労働省健康安全管理規程第１７条第２項の規定に基づき、上記のとおり報告する。

年      月       日 測  定  者

     所  属

     職  名

     氏  名

備考   １   詳細な記載を要するものは、適宜別様にすること。

　　　 　２   用紙の大きさは、  Ａ４とする。

放射線業
務の種類

 

測定場所

 

測定結果

 

様式第１１号

線量当量率等測定結果報告書

所      属
 

測定年月日等 年         月          日



所属部課

 

 

 

累    計
 
累    計

 
累    計

 
累    計

 
４月   日

 
７月   日

 
10月   日

 
１月   日

 

健康管理
者の職名
及び氏名

安全管理
者の職名
及び氏名

備考   １   詳細な記載を要するものは、適宜別様とすること。

　　　　 ２   用紙の大きさは、  Ａ４とする。

年         月         日

大
昭
平
令

測定担当
者の所属
及び氏名

算定担当
者の所属
及び氏名

診療又は
処置の年
月日及び

内容

 
医師の

所属及び
氏名

作業時間  作業場所  

作業種類
 

作業方法
 

２月   日 ３月   日 計 累                計
    

11月   日 12月   日 計 累                計
    

９月   日 計 累                計
    

等

価

線

量

実

効

線

量

５月   日 ６月   日 計 累                計
    

８月   日

２月   日   時 ３月   日   時 計
    

10月   日   時 11月   日   時 12月   日   時 計

内
部

外
部

    
１月   日   時

７月   日   時 ８月   日   時 ９月   日   時 計
    

 

線
　
量

４月   日   時 ５月   日   時 ６月   日   時 計
    

規
則
　ｰ

５
第
　
条
第
１
項
第
１
号
・
第
２
号
・
第
３
号
・
第
４
号

種  類
 

測定部位
 

方  法
 

汚染の状態
 

測定用具又は測定器の種類及び型式

発令年月日 職     務      内      容 放射線業務の経歴

   

  

　  

様式第１２号

放射線被ばく線量測定結果記録票

ふりがな
生年
月日

性別 男・女
氏　名

24

10



様式第１３号

条件 結果 条件 結果 条件 結果 条件 結果 条件 結果

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

備考   １   詳細な記載を要するものは、適宜別様とすること。

         ２   用紙の大きさは、  Ａ４とする。

安   全   管   理
者   の   職   名
及   び   氏   名

健   康   管   理
者   の   職   名
及   び   氏   名

測   定   担   当
者   の   所   属
及   び   氏   名

測   定   の   結
果   講    じ    た
措   置

     

 

測   定   器   の
種   類   及   び
型   式

     

　  ３月       日

測   定   方   法     

    ９月       日

  １０月       日

  １１月       日

  １２月       日

  　１月       日

　  ２月       日

    ４月       日

    ５月       日

    ６月       日

    ７月       日

    ８月       日

年          度 年度 年度 年度 年度 年度

線量率等測定結果記録票

所          属
 放射線業務

の種類

 
測定個所

 



 

厚生労働省健康安全管理規程第１８条第２項の規定に基づき、上記のとおり通知する。

年         月         日

殿

部局長

備考  用紙の大きさは、  Ａ４とする。

氏 名 （男    ・   女）

生 年 月 日 大　・　昭　・　平　・　令          　 年            月            日生（満         歳）

集
積
線
査

前     回     ま      で     の     累     計
 （    年    月    日～    年    月    日）

 

今                                                    回
 （              年              月                日）

 

合                                                     計

様式第１４号

放射線実効線量及び等価線量当量通知書

所 属

 

官 職

 



所  在  地

その他
 

年     月     日作成

記入者の所属及び氏名

安全管理者の職名及び氏名

備考   １   詳細な記載を要するものは、適宜別様とすること。
　　　　 ２   用紙の大きさは、  Ａ４とする。

限度を超
えた原因

 

診察又は
処置の
内容

 

その後の
講じた
是正措置

 

生年月日      大・昭・平・令         　   年         月         日                （満     歳）

放射線業
務の種類

 

実効線量
当量及び
組織線量
当量

 

様式第１５号
（１）

放射線事故発生報告書（規則１０－５第２１条第１号）

官 署 名
  

氏 名                                                        （男・女）



所在地

場
所

日
時

安全管理者の職名及び氏名

備考   １   詳細な記載を要するものは、適宜別様とすること。

　　　　 ２   用紙の大きさは、  Ａ４とする。

再発防止
のため講
じた措置

 

その他
 

年     月     日作成

記入者の所属及び氏名

立入禁止
期      間

自           年     月     日           至   　       年     月      日

事故拡大
防止の措
置

 

事故発生
の原因

 

事故発生時に
いた職員数

診察又は処置を受けた職員数
及び内容

緊急作業に従事した職員数
及び作業内容

   

様式第１５号
（２）

放射線事故発生報告書（規則１０－５第２１条第２号）

官署名   

事
故
発
生

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午前         時     分
　　　　　　　　　　　　　　　　年     月      日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後         時     分


